
Ⅲ．ワシントン州におけるホーム・ルール制度

　Ⅱ．では、ホーム・ルール制度導入の背景を、鉄道建

設によって引き起こされた地域空間の変動に焦点を当て

て整理してきた。ホーム・ルール制度を最も早くに州憲

法に導入したミズーリ州（1875 年）、カリフォルニア州

（1879 年）では、当初、自治憲章に対する州法の優越的

効力を明記するレジスレイティブ型のホーム・ルール制

度を置いた。しかし、ホーム・ルール制度の趣旨であっ

た「州の強い統制の排除」という点ではその効果は不十

分と考えられたことから、ミズーリ州では 1893 年に判

例により、カリフォルニア州では 1896 年に州憲法修正

により、地方的事務における州立法府の干渉の排除を認

めるインペリオ型に変更するに至った。一方で、ワシン

トン州は、1889 年の州憲法制定以来今日まで一貫して

レジスレイティブ型をとってきた。したがって、ワシン

トン州では、地方自治法人が関わりうる全ての領域に対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

して「州の優越（state supremacy）」が原則である 1）。

　Ⅲ．ではレジスレイティブ型を採用したワシントン

州のホーム・ルール制度導入期（1889 年から 1929 年ま

で）における運用を検討する。まず、ワシントン州の具

体的時代的課題に即してホーム・ルール制度の導入過程

を整理し（1 節）、ホーム・ルール制度の適用対象とな

る地方自治法人の要件となり、各地方自治法人に委任さ

れる事務権限を定める基準となる、人口による地方自治

法人の等級分類（州憲法 11 章 10 条）について検討する

（2 節）。次に、ワシントン州において「地方の法 2）」の

有効性がどのように判定されるかについて検討する（3

節）。その後、ホーム・ルール権限とは別に州憲法が地

方自治法人の権限の根拠として授権しているポリス・パ

ワー 3）  （州憲法 11 章 11 条）について取り上げる 4 節）。

この権限は、ホーム・ルール制度の中に位置づけられる

ものではないが、地方自治法人の多くの具体的活動の根
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拠となっており、州の地方自治制度の中で重要な役割を

果たしている。最後にⅢ．の内容を簡単にまとめるとと

もに、「はじめに」で紹介した「同質者の秩序づくり」

の問題について、インペリオ型でホーム・ルール制度の

問題として強調されたこの論点が、レジスレイティブ型

でどのように捉えられるかを確認する（5 節）。

Ⅲ．1．レジスレイティブ型ホーム・ルール制度の採択の 

経過

　アメリカ合衆国北西部に位置するワシントン州は

1889 年に準州から州に昇格した。その際に制定された

州憲法で、全米では 3 番目にホーム・ルール制度を導入

した。1880 年代のワシントン州では、タコマを終着駅

とする大陸横断鉄道の北部支線が完成し、州の人口は

1880 年の約 75,000 人から 10 年間で約 5 倍となった。特

に 1885 年から 1890 年の 5 年間に 170％の増加を経験し

ている 4）。これに伴う移民労働者の急増に対しては、裕

福な労働者に不安を抱かせ、外国人を忌避する態度が見

られた 5）。この急激な人口増加は、州民に「鉄道会社そ

の他の法人に対する苦々しい怒りを創出 6）」させた。鉄

道敷設を条件として、鉄道会社が連邦、州、地方政府に

対して助成金を強要する実態がある中で、彼らは「鉄道

会社をはじめとする法人がわいろや不正行為によって立

法府と政府職員を支配しているという考えを抱いていた
7）」という。そのため、個人の政治的、経済的利益を政

府と法人の両方から保護すると共に双方の権限に厳格な

制限を設けようと試みる人民党 （populist）の思想が広

がりを見せ、州憲法の制定にも影響を与えた 8）。

　以上の背景から、州憲法制定会議での主要論点の一つ

は法人、とりわけ、ノーザン・パシフィック鉄道の権限

の制限であった。会議では、当該鉄道会社によってなさ

れた州憲法や特許状によらずに獲得した土地への延伸要

求、海岸地域の所有および管理の要求、土地の領有権付

与を認める条項を通過させるための州立法府へのロビイ

ング活動、カウンティおよびシティからの補助金付与を

合憲とすることについての要求など、法人による土地の

獲得問題が真っ先に取り上げられた 9）。しかし、委員は

鉄道会社の悪質な権限の伸長と脅迫的態度を抑制しなけ

ればならないと奮起した一方、州の成長のためには資本

の自由な利用が奨励されなければならず、法人がワシン

トン州から脱出してしまうほどの制限を州憲法に詳細に

定めることはできないと判断した 10）。このことは、州

における法人問題の深刻さと、法人が州や州民にもたら

す功罪にどのように対応するか苦慮していたことを示す

ものといえる。

　法人に対する強い不信感は、地方自治法人の創設手法

を巡る議論にも表れた。委員の間では、他州の状況か

ら、特別法によるシティ憲章の制定は、地方自治法人化

によって利益を受ける労働者、私法人、政治家による汚

職の場となるという強い懸念があった 11）。その中で、オ

レゴン州の弁護士ウィリアム・ヒル（William Lair Hill）

による、オレゴン、カリフォルニア、ウィスコンシン、

アイオワの州基本法を基にした一般法による地方自治法

人の創設条項案は、条文の作成にあたって影響を及ぼし

た 12）。最終的に、州の一般法の手続に従ってホーム・

ルール憲章を定めるとした州憲法 11 章 10 条、一般目的

の地方政府にポリス・パワーを授権した同章 11 条を含

め、多くの条項が当時のカリフォルニア州憲法からその

まま、または非常に近い表現で取り入れられることなっ

た 13）。このように、地方自治法人を巡る第一の争点は、

その創設手法が特別法によるものか一般法によるものか

という点であった。

　州憲法 11 章 10 条にホーム・ルール制度が定められる

ことになると、次に問題となるのは、どのような地方自

治法人にホーム・ルール憲章の制定権を付与するかとい

うことである。州憲法11章10条の適用対象となるシティ

の人口要件について、会議では 5,000 人から 50,000 人ま

での様々な候補が出された 14）。当初案では 25,000 人以

上とされていたところ、あまり大きな数を設定しても適

用対象がなければ意味がないということで 20,000 人が

妥協案として可決された 15）。当時抜きんでて人口が集

中していたシアトル、タコマ、スポーケンの 3 シティの

人口を考慮したものと思われる。なお、この人口要件に

ついては、1911 年に人口 10,000 人以上のシティに対し

て「純粋に地方的な関心事」におけるあらゆる事項を留

保し、州政府および州法を排除するという 11 章 10 条修

正案をシアトル選出の下院議員が主張したが、具体的修

正活動にはつながらなかったようである 16）。

　以上のような経過をたどった州憲法 11 章 10 条及び

11 条は、地方自治法人の排他的活動領域を認めず、「州

憲法および州法に従って」または「一般法に違反しない

範囲で」地方自治法人の権限を認めた。このことによっ

て、地方自治法人の権限に関する訴訟では上記文言の解

釈が争われることとなった。ワシントン州裁判所は、州
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憲法制定後間もなく、上記州憲法条項の文言を厳格に解

釈している。例えば、州最高裁判所は、州憲法制定の 2

年後の 1891 年に、10 条の解釈においてディロン・ルー

ルに従い、全ての地方自治法人の権限は憲法または州法

の明示の授権が必要であると述べた 17）。

　本節では、レジスレイティブ型を導入したワシントン

州におけるホーム・ルール制度の導入過程を検討してき

た。その結果は次のようにまとめられるだろう。まず、

ワシントン州において、1880 年代に急速に発展した鉄

道建設とそれに伴う人口とりわけ移民の急増は、従来の

生活環境を大きく変えることに対する恐れを州民に対し

て呼び起こした。州憲法制定の場においては、都市的問

題の発生源である一方で、州の発展の鍵を握る法人の扱

いが重要論点として取り上げられた。その中では、法人

の権限を抑制し、州の特別法による地方自治法人の憲章

制定を禁止することで、地方自治法人を州及び法人の恣

意的な干渉から一定距離を取らせようと試みていた。実

際に制定されたホーム・ルール制度は、先行州の憲法条

文をほぼそのまま借りてきたものであり、適用対象につ

いての人口要件を除いて注目すべき独自の展開はないよ

うであった。次節では、この人口要件に関して、ワシン

トン州ホーム・ルール制度及び地方自治制度の特色の一

つである地方自治法人の等級分類（classification）を取

り上げる。

Ⅲ．2．地方自治法人の等級分類（classification）

　「地方自治法人の一般的権限について裁判所が取るア

プローチを議論するために、ワシントン州のシティの等

級を区別することは不可欠である 18）」とされるように、

ワシントン州では、人口に基づく等級分類がホーム・ルー

ル制度の適用対象になるための要件になっている他、州

法が等級に応じて地方自治法人の個別権限を詳細に定め

ることから、地方自治法人の権限の広狭を決める重要な

要件となっている。州憲法は、第 1 級シティとされる

20,000 人以上の人口を有する全てのシティに対して「州

の憲法及び法律に従って、シティ政府自身の憲章を制定

することができる」と定めた（1889 年州憲法第 11 章 10

条）。州憲法制定当初、地方自治法人は、人口 20,000 人

以上の第 1 級シティ、10,000 人以上 20,000 人未満の第 2

級シティ、1,500 人以上 10,000 人未満の第 3 級シティ、

300 人以上 1,500 人未満のタウン（第 4 級シティ）の 4

つの等級に分けられていた 19）。

表 1：1890 年 3 月におけるワシントン州内地方自治法人の等級分類状況

シティの等級 地方自治法人と人口（人）

第 1 級シティ
（20,000 人以上）

Seattle（42,837），Tacoma（36,006）

第 2 級シティ
（10,000 人以上 20,000 人未満）

Spokane（19,922）

第 3 級シティ
（1,500 人以上 10,000 人未満）

Walla Walla（4,709），Olympia（4,698），Port Townsend（4,558），Vancouver（3,545），
Ellensburg（2,768），Centralia（2,026），Snohomish（1,993），Dayton（1,880），Sprague（1,689），
Aberdeen（1,638），Montesano（1,632），Blaine（1,563），Yakima（1,535）

第 4 級シティ・タウン
（1,500 人未満）

Roslyn（1,484），Chehalis（1,309），Hoquiam（1,302），Palouse（1,119），Buckley（878），
Pullman（868），Kent（853），Waitsburg（817），Goldendale（702），Pomeroy（661），
Shelton（648），Cheney（647），Orting（623），Oakesdale（528），Farmington（418），
Tumwater（410），La Conner（398），Kelso（354），Elma（345），Kalama（325），Takoa（301），
Waterville（293），Cosmopolis（287），Uniontown（279），Steilacoom（270），Union Gap（196）
その他データなし 17 シティ・タウン。

※ Office of Financial Management（最終アクセス日 2015/07/20）< http://www.ofm.wa.gov/pop/popden/default.asp> を基に筆者作成。
※下線部は 1930 年 3 月の時点で第 1 級シティであった地方自治法人を表す。

　表 1 は、州憲法制定後まもなくの 1890 年 3 月時点で

の地方自治法人の等級分類状況をまとめたものである。

憲章制定権を認められる第 1 級シティの人口要件を満た

すのはシアトル（Seattle）、タコマ（Tacoma）、またこ

の要件を満たす見込みがあるのはスポーケン（Spokane）

のみである。4,000 人を超えるオリンピア（Olympia）、

ワシントン州におけるホーム・ルール制度下での地方自治（2）（前田）
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ポート・タウンゼント（Port Townsend）、ワラワラ

（Walla Walla）、バンクーバー（Vancouver）を除けば

ほとんどが数百から二千人程度の地方自治法人であっ

た。1930 年には、シアトル、タコマ、スポーケンの他、

ヤキマ（Yakima）、アバディーン（Aberdeen）、エバレッ

ト（Everett）、ベリンハム（Bellingham） 20）といった各

カウンティの中心地が第 1 級シティの人口要件を満たし

たが、多くの地方自治法人の人口は依然として数百から

多くとも五千人にとどまっていた。

　前述のように、20,000 人という人口要件は、シアトル、

タコマ、スポーケンの 3 つのシティを想定したものと思

われる。比較的早期にホーム・ルール制度を取り入れた

他の州が概ね 3,000 人と設定していたのに対し、ワシン

トン州は例外的に厳しい要件を設定していた 21）。この

ことは、ワシントン州が他の州以上に、人口集積地に対

しての権限付与制度としてのホーム・ルール制度を意識

的に想定していたことを示すと考えられる。

　一方、人口によるシティの等級分類については、州憲

法 2 章 28 条が禁止する立法府による特別立法にあたる

という懸念が示されていた。これについて、州最高裁判

所は、「特別立法（special legislation）とは特定の個人ま

たはものに関するものであるが、一般法（general law）

はある等級の全ての個人またはものに適用される。法律

は、それがある等級を構成する全ての個人またはものに

作用するとき、たとえ、そのような等級がたった 1 人ま

たは 1 つのもので構成されていたとしても一般法であ

る。しかし、その法は、当該等級を構成する全ての個人

またはものが法律に該当するよう立案されていなければ

ならない 22）」と述べた。立法府が設定した等級分類に

ついて、裁判所は各等級が異なる特徴を有しており、そ

の特徴が立法もしくは司法当局の目的と対象に関連して

いるとき、その等級分類が合理的であると判断する 23）。

　州が等級分類の手法をとった理由として、アメリカの

地方自治の特徴である、地方自治法人の状況に即した制

度と権限の多様性―諸条件が異なる地方自治法人にはそ

れぞれに合った制度を選択させ権限を与えるべきである

という考え―を重んじる思想を挙げることができるだろ

う。もともと等級分類立法は、ホーム・ルール制度が成

立する以前の特別立法や一般法による憲章の制定の際

の、次のような欠点を避けるために用意された制度で

あった 24）。すなわち、特別立法による憲章は、ある地

方自治法人だけを特別扱いとするなど州立法府の恣意性

に左右されやすく、また州が地方の問題に関与する際の

時間をはじめとするコストが大きくなる問題があった。

一方、一般法による憲章は政治的、地理的、経済的条件

が異なる大規模シティと小規模ヴィレッジに画一的に同

じ権限を与えることは実用的でなく好まれなかった。等

級分類による憲章制度は、この両者の欠点を補うために

導入されたのである 25）。つまり、等級分類に求められ

た役割は、州が特定の地方自治法人を恣意的に特別扱い

することを防ぎつつ、一定合理的と考えられる区別によ

り、各地方自治法人の状況に応じた権限、いわば地方自

治法人の「身の丈に合った」権限を付与することであっ

た。人口の少ない地方自治法人には、ホーム・ルール制

度によるホーム・ルール憲章の制定ではなく、制定法に

より統治形態が定められる。そもそもそういったシティ

では非常勤の職員が多く、ホーム・ルール憲章を有する

シティの自治のために必要な、常勤公務員や彼らが持つ

専門的技術が不足しているという実態から、ワシントン

州の人口要件を指摘する見解がある 26）。

Ⅲ．3．地方の法に関する司法判断

　前節でみたように、ワシントン州では、第 1 級シティ

にのみ、ホーム・ルール制度が適用される。従って以下

では、ホーム・ルール制度が適用される第 1 級シティを

中心に、専らディロン・ルールに服する第 2 級以下の

シティと適宜対比しながら州法と地方の法との関係に

ついて論じる。まず、（1）関連する州法規定について確

認し、裁判所の考慮事項として、（2）州と地方的関心事

（local or state concerns）、（3）地方の法と一般法の規制

の関係性を表す調和（harmony）と衝突（conflict）に

ついて論じる。そして、（4）地方の法の一般法への先占

（preemption）について検討する 27）。

Ⅲ．3．1．州法規定

　州法は等級に応じて地方自治法人の権限を詳細に規定

しているため、等級分類は、地方自治法人の権限の広狭

を左右する。第 2 級以下の地方自治法人については専

らディロン・ルールに従わなければならない 28）。一方、

第 1 級シティについては、州法により「本法律の条項の

下で憲章を採択した全てのシティは、法人化したシティ

及びタウンに対し、ワシントン州の法によって現在また

は将来に与えられるあらゆる権限および当該行為におい

てその行為が個別に列挙されているかどうかにかかわら
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ず特徴及び程度の類似する地方自治法人によって通常行

使されるようなあらゆる権限を有する（Wash．Comp．

Stat．§§ 8981/Rem. & Bal. code §7518）」とされた。ま

た、「判例法（common law）から逸脱する制定法は厳

格に解釈されなければならないという原則は当該シティ

の行為に適用されず、当該シティの行為が意図する目標

を達成するように寛大に解釈（liberally construed）さ

れなければならない（Wash. Comp. Stat．§§ 8982/Rem. 

& Bal. code §7519）」ことが定められた。

　これら規定の解釈を巡っては、人事委員会の委員の

解職手続を定めるシティ議会の立法が問題とされた 29）。

州裁判所は「ワシントン州では、Rem. Com. Stat. §§ 

8981, 8982 に基づき、第 1 級シティは非常に広範な権限

を付与されており、…『一般法にのみ、服し統制される』

自治体（self-governing bodies）としての第 1 級シティ

の創設という立法府の明白な意図を実行するために、…

その権限に関わる州の制定法は、裁判所によって寛大に

解釈されなければならない」と述べ、「第 1 級シティの

権限の決定においては、他の等級のシティにおいて問題

となる権限の解釈とは異なる原則が適用されなければな

らず」、ディロンの注釈書で示された「権限の存在に関

わる公正、合理的、実質的な疑念は、裁判所によって地

方自治法人に不利に解決され、権限は無効とされるとい

う原則は、第 1 級シティには適用されてはならない」と

した 30）。つまり、ホーム・ルール制度の対象となる第 1

級シティについては、第 2 級以下の地方自治法人に求め

られる権限を列挙する制定法の厳格な解釈は必要とされ

ない。

Ⅲ．3．2．州的関心事と地方的関心事についての衡量

　ホーム・ルール制度の目的は、州の厳しい統制を受け

ていた地方自治法人が自治権を確保または拡大するため

に、地域的問題への州立法府の干渉を少しでも排除する

ことであった。州法の一般的優越を認めていた最初期の

ホーム・ルール制度は、ミズーリ州の判例法及びカリフォ

ルニア州の州憲法改正に見られるように、全州的事務と

地方的事務との二分法を採用し、地方の排他的管轄事項

を州に認めさせることによってその目的を達成しようと

試みた。こうした二分法に依拠するインペリオ型ホーム・

ルール制度は、地方的事務についての「地方の優越」を

認める点で地方自治に大きく寄与したが、一方で、地方

自治法人のアド・ホックな諸活動について、全州的事務

と地方の事務を正当に分割するという困難な課題を州裁

判所に対して与えることになった 31）。

　ワシントン州でも、インペリオ型をとるカリフォルニ

ア州における全州的事務（statewide affairs）- 地方的事

務（local affairs）の分析に対応する、州関心事（state 

concern）、地方的関心事（local concern）、州 - 地方共

同関心事（state-local concern）の分析が行われる。既

に述べたように、レジスレイティブ型は、インペリオ型

と異なり、当該関心事の性質を問わず、州立法府が関わ

る全領域で州法が優越する。このことは、第 1 級シティ

の条例のみならず、ホーム・ルール憲章の規定において

も同様である。例えば、市電運営会社への特許の付与に

関して事前の住民投票を求める憲章条項 32） 、シティ議

会の議員の解職や被用者に関する憲章事項 33） など当該

地域に深く関係すると思われる事項についての憲章条項

について、いずれも州の優越を根拠として無効とされて

いる 34）。

　しかし、州立法府が関わっていない空白領域での地方

の法の有効性の判断においてはこの分析が意味を持つ 35）。

スポーケン・シティの最低賃金条例の適法性について争

われた事例 36）で、州裁判所は「地方的関心事に関しては、

憲法または州法が第 1 級シティに付与した権限よりも強

い権限を想定することはほぼ不可能である。したがって、

当該条例が何らかの州の公的行為に反する条例でない限

り、制定法による明示または黙示 [ 的授権 ] がなくても、

その条例は有効とされなければならないことは明らかで

ある 37）」と述べた。このことから、第 1 級シティにお

ける地方的関心事については、州法の授権がなくても条

例を制定できることが確認できる。

　このように、レジスレイティブ型のワシントン州にお

いても、インペリオ型と同様、ホーム・ルール権限を有

する第 1 級シティと、ホーム・ルール権限のない第 2 級

以下のシティ、タウンとの権限の違いに州と地方的関心

事の分類が一定影響しているようである。すなわち、州

法の未先占領域において、第 1 級シティの行為が純粋な

地方的関心事であると州裁判所が判断すれば、第 1 級シ

ティ立法府の明示的または黙示的授権なしに行為するこ

とが可能であり、当該行為は他の州法との衝突がない限

り有効となる。ただし、州立法府はほぼ全ての立法領域

で少なくとも地方との共同関心事を持つと考えられてい

たために 38）、州が全く関心を持たない純粋な地方的関

心事を見出せるのはごく限られた領域だったと考えられ

ワシントン州におけるホーム・ルール制度下での地方自治（2）（前田）
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る。これに対し、第 2 級以下の地方自治法人にはディロ

ン・ルールが適用される。

Ⅲ．3．3．州法の規制の方向性―調和（harmony）と衝突

（conflict）

　ワシントン州のようなレジスレイティブ型では、たと

えホーム・ルール制度の対象たる第 1 級シティであって

も、インペリオ型を採用した州のように地方の法が州法

に優越するということはない。よって全ての地方の法は、

州法の優越の下で、州法への抵触の有無が常に問題にな

る。仮に州と第 1 級シティが単に同様の対象に立法した

だけで州裁判所が抵触の存在を認めることになれば、シ

ティは実質的にディロン・ルールに完全に服し、州法か

ら明示的に授権された権限のみを有するに過ぎないこと

になるだろう。そのため、レジスレイティブ型において、

州法と地方の法との関係についての裁判所の解釈は、地

方の法の有効性の判断に多分に影響する。

　州の制定法が明らかに地方の法の制定を禁止している

場合、地方の法は州の優越から無効となる。州法と地方

の法との関係から地方の法の有効性が主に問題となるの

は、州法が地方の法の制定を明示的に許容も禁止もして

いない場合である。その際、州法と地方の法との関係を

巡っては両者の規制の「方向性」が問題になる 39）。こ

の点を検討するにあたり、まず、両規制が重なり合った

時の関係を表す「衝突している（conflict）」もしくは「調

和している（harmonize）」という言葉がいかなる状態

を指すのかを整理しておく必要があろう。

　「衝突している（conflict）」という言葉で表されるのは、

法と地方の法が直接的に衝突する状態、言い換えれば、

州法の規制と地方の法の規制が反対の方向を向いている

状態を指す。州法が禁止していることを地方の法が許可

している場合、逆に州法が許可していることを地方の法

が禁止する、または、緩和する（地方の法による裾切り

的規制）場合である。このとき、地方の法は州法に抵触

し、無効とされる。

　これに対し「調和している（harmonize）」という言

葉で表されるのは、州法を地方の法が強化している場合、

言い換えれば、州法の規制と地方の法の規制が同じ方向

を向いている状態を指す。州法と地方の法との規制内容

が同じ場合（地方の法による上乗せ的規制）、もしくは

規制対象が同じである場合（地方の法による横出し的規

制）、地方の法は州法を補訂（supplemental）するもの、

または強化するもの（augmentation）として有効とさ

れる 40）。

　これに関連して、州と地方自治法人とが当該主題につ

いて同時に立法しているという競合管轄権の問題が生じ

ることがある。この場合、裁判所は一般に、地方の法が

州法と同じ対象を扱っていても、州と自治体が権限を共

存して行使することができると解釈できる限り、地方の

法が州法に抵触したとは判断しない 41）。たとえ両者が

同じ主題に立法していたとしても、後に検討するように

州法による先占領域とはとらえない。シアトル・シティ

対ヒューストン事件 42）では、アルコール飲料の販売に

ついて規定する州法に対するシアトル・シティの条例の

適法性が問題となった。裁判所は、「条例が州法の条項

と衝突していない限り、州法が矛盾すると解釈されたり

同様の主題に関する地方自治法人の条例制定権を否定し

たりすることはない 43）」と述べ、条例が州法との調和

を失わない限り、両者の抵触問題にはならないとした。

Ⅲ．3．4．州法の先占（preemption）

　ワシントン州のような、「州法に違反しない限り」全

て（又は特定）の権限を地方自治法人に認める旨の規定

を置くレジスレイティブ型採用州にとって、州法の先占

の問題は重要である。仮に、裁判所が州法の黙示的先占

領域を認める傾向が強いと、州法の空白領域における地

方的関心事の領域は極めて制限される。また、地方自治

法人の行為領域の多くが州法と重なり合う領域となり、

その分衝突する可能性が高くなりうる。そうなれば、地

方の法の承認は難しくなろう。しかし、ワシントン州裁

判所は基本的に「主題に関して事前の制定法が存在して

いるからといって、その領域におけるシティの活動を排

除している訳ではないという命題を先占理論に優先さ

せており、事実上先占理論を退けてきた 44）」とされる。

　ただし、州法が当該領域を先占していると解され、条

例が無効とされた事例も中にはある。1914 年のシアト

ル電力会社対シアトル・シティ事件 45）では、シアトル・

シティの路面電車の運営を規制する条例が、州の公益事

業委員会に同様の権限を授権する制定法の発効をもって

施行を差し止められた。裁判所は、シティのポリス・パ

ワーについて、州憲法 11 章 10 条の解釈に従い、州が立

法するときまで行使できるという権限に過ぎず、仮に州

の不作為によって、州がポリス・パワーを地方自治法人

に引継ぎ、その行使を許容していたとしても、そのこと
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は州の権利を排除しているということではなく、条例は

州の一般法に服さなければならないと述べた46）。ただし、

この判例を検討した Trautman 教授は、本件においては、

立法府が州の代理機関を創設し権限を授権していること

から、州が当該領域を先占する [ 明らかな ] 意図がある

と解された点に注意が必要であり、こうした立法府自身

の明らかな行為がなければ、州法の空白領域を先占領域

とはとらえない傾向にある 47）と論じている。そうであ

るとすれば、州法の黙示的先占理論を採用しない代わり

に、少なくとも州法の空白領域については（2）で検討

した関心事のありどころの判断を入れることで、地方的

関心事とされた主題についての地方の法は（3）で見た

両者の衝突の問題に持ち込んで処理していると理解でき

る。この点はワシントン州に特徴的な点といえるだろう。

Ⅲ．4．地方自治法人のポリス・パワーの範囲

　本節では、ワシントン州における地方自治法人のポリ

ス・パワーについて言及する。地方自治法人のポリス・

パワーはホーム・ルール制度内に位置づけられるもので

はない。しかし、地方自治法人が州の機関として州の主

権の一部を託され、地域の秩序維持を行うという解釈か

ら、ディロン・ルールの下でも地方自治法人の委任権

限であるという理解が共有されている 48）。実態として、

地方自治法人の多くの具体的な活動の根拠となってお

り、州の地方自治制度の中で重要な役割を果たしている。

　ワシントン州においては、第 1 級シティにしか認めら

れないホーム・ルール権限に対し、地方自治法人のポリ

ス・パワーの根拠であるワシントン州憲法 11 章 11 条は

「全てのカウンティ、シティ、タウンまたはタウンシッ

プは、その領域内で、地方の警察、衛生その他のあらゆ

る規則（regulation）を一般法と抵触 [ 衝突 ] しない限り

において制定し執行することができる」と定める。ワシ

ントン州は、ホーム・ルール制度による自治権が低く評

価されている一方、地方自治法人のポリス・パワーに基

づく行為は裁判所による承認を得る傾向にある。しかし、

その行為の中には、共同体に好ましからざる人々を排除

するための規制が含まれており、インペリオ型において

批判された「異質者排除の思想」としての「同質者の秩

序づくり」と類似の問題が見られる 49）。

　地方自治法人のポリス・パワーは多数の論点を含むも

のであるが、ここではホーム・ルールとの関係で上記の

ような問題意識から、次の 3 点を取り上げる。まず、（1）

地方自治法人のポリス・パワーの対象となる事項を確認

する。そして、「同質者の秩序づくり」の問題と関わって、

（2）地方自治法人によるポリス・パワーの行使の強さを

表す土地利用規制の判例を取り上げるとともに、地方自

治法人の「領域外（extraterritorial）」でのポリス・パワー

の制限について触れ、地方自治法人のポリス・パワーの

行使の限界について検討する。そして、ホーム・ルール

制度との関連で若干の論点を指摘する。

Ⅲ．4．1．地方自治法人のポリス・パワーの対象

　ポリス・パワーは一般に州固有の権限であるとされる

にもかかわらず、「元来、公衆の健康と安全を守る規制

活動のためのコミュニティ固有の権限である 50）」と主

張され、また、「アメリカにおいて、最も普及している

基本的な地方政府の権限である 51）」といわれる。

　本稿が対象とする時期とも重なる 1897 年から 1937 年

の 40 年間は、一般的に、州及び地方の商業規制を、契約

の自由の保護のために実体的デュー・プロセス理論の下

で違憲とする判決が連邦全体に広まったロクナー時代と

呼ばれる時期であった 52）。ワシントン州においても、配

管工のライセンスの取得を求めた州法 53）において、その

規制が個人の権利及び公衆の健康を保護しない、独占的

活動を促す不必要な規制であるとして、その「有害な」

性質を強調した点にロクナー判決の影響が見られた 54）。

　しかし一方で、他の州に比して地方自治法人のポリ

ス・パワーの行使について認める判決も多くみられたこ

とから 55）、「初期のワシントン州裁判所はポリス・パワー

を強く認める考え方を反映していた 56）」と評価される。

例えば、酒類販売許可の手数料を値上げするシティの憲

章の修正に従って、追加の手数料の徴収の是非が争われ

た事例において 57）、州最高裁判所は、酒類販売許可の

手数料は、歳入を得るのみならずシティの秩序と平和を

律するためのシティのポリス・パワーに従って設定され

るものであることを理由として、条例を適法とした 58）。

また、商品を入れたコンテナに商品の正確な重量・寸法

を印字又は印刷することを求めた条例は、一般法との衝

突がない限り州から第 1 級シティに付与される一般的ポ

リス・パワー（general police power）の範囲内である

とされた 59）。

　ポリス・パワーは、それ自体が個別具体的な地方自治

法人の活動を授権するものではない。多くの地方の法は、

ポリス・パワーと州法による授権規定の両方を根拠とす

ワシントン州におけるホーム・ルール制度下での地方自治（2）（前田）
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る形で制定され、裁判所もそれを前提として適法性審査

を行う。1915 年のデートモア対ヒンドレー事件 60）では、

シティの街路を横切る鉄道の高架橋建設を許可したス

ポーケン・シティの条例が権限踰越（ultra vires）にあ

たるか否かが争われた。裁判所は、まずワシントン州憲

法 11 章 11 条が、地方自治法人に対して、その領域内に

おいて、州立法府と同程度のポリス・パワーを直接に委

任していると解し、公共サービスたる鉄道がシティの街

路を横切る場合、立体交差の強制とその手段を授権する

権限は、公衆の安全のために付与されたポリス・パワー

の正当な行使であると述べた 61）。次に、州法における

第 1 級シティに対する授権規定（Rem．& Bal．Code, 

§7507, 7509, 7510）を参照し、第 1 級シティの権限とし

て、当該シティ内の全ての街路、小道または公共の場所

における全ての鉄道または路面電車を配置し建設するこ

とを許可または禁止すること、その条件を定めること、

勾配の変更、立体交差化またはその撤去等が定められて

いることを確認した。その上で、こうした授権規定の内

容に関する条例の制定は権限踰越にはあたらず、その内

容の達成のための適切な手段の選択については主として

シティ政府が裁量を有し、裁判所はシティの裁量に明白

な濫用がない限りはその裁量に介入することはないと述

べた 62）。そして「[ ポリス・パワーを行使する ] 対象が

地方的で、合理的な規制であり、一般法と調和している

限り、[ 当該権限の行使は ] 立法府の承認を要しない 63）」

と述べた。

　このように、通常、地方自治法人に一般的に授権され

ているポリス・パワーは、当該行為を対象とするかどう

か、当該行為に関わる州の授権規定があるか、州法との

衝突がないかが吟味される。しかし、当該規制対象が地

方的課題である場合、ポリス・パワーの授権自体が地方

の法の根拠となり、州法による個別の授権は必要とされ

ない。

　

Ⅲ．4．2．地方自治法人のポリス・パワーの行使の限界

　ワシントン州では、公衆の健康と安全を保護する条例、

それに関わる土地利用規制、道路についての公衆の通行

権を統制する条例について地方自治法人のポリス・パ

ワーの行使が強く支持されてきた 64）。その中にはいわ

ゆる「NIMBY」問題が主張されたり、差別が批判され

たりする事例も見られる。

　1910 年のシェパード対シアトル・シティ 65）事件では、

シアトル・シティ内の全ての私立病院及び保養所につい

て、シティの下水管と接続すること、接触伝染性の疾患

の拡大を加速させる恐れのある私立病院の建設を禁止す

ること、病院の建設にあたっては 200 フィート以内の土

地所有者の同意を求めることを制定した条例の適法性が

争われた。裁判所は、これらの規制は公衆の安全と健康

を守るという目的での正当なポリス・パワーの行使であ

り、また、病院建設にあたっての土地所有者の同意につ

いての要求は精神障がい者の収容が近隣住民を悩ませる

という理由から適法であると述べた。そして、条例の有

効性について、「もし当該条例が表面上適法であるなら

ば、シティ議会の活動を変更させることができる根拠や

論理はここに妥当しない 66）」と述べ、裁判所は形式的

な適法性のみを審査し、社会的正当性はシティ議会の立

法によって達成すべきであるとした。さらに裁判所は次

のように述べる。

　「他人が法の下で平等な権利を享受できるように、州

内の組織社会での生活において耐えなければならない不

快で悩ましいことは多々ある。しかし、公衆の健康と

安全の保護は地方政府の主要な対象であり、全ての市民

は州のポリス・パワーの合理的な行使に従ってその財産

を保有する。…本件条例は『汝の物を使用するに、他人

の物を害せざるが如く、これを為すべし（sic utere tuo ut 

alienum non laedas）』という法格言の合理的かつ適切な適

用であり、また州のポリス・パワーがその主要な根拠と

する『人民の安寧は至高の法である（salus populi suprema 

est lex）』という法格言によって支えられている 67）。」

　この事例からは、「同質者による秩序づくり 68）」によ

る問題点は、インペリオ型だけでなく、レジスレイティ

ブ型においても、地方自治法人のポリス・パワーを強く

認めることによって現実的には表れうるということが分

かる。

　ワシントン州憲法 11 章 11 条は地方自治法人の「領域

内で」当該地方自治法人による警察、衛生その他の規制

を許可している。この「領域内」という文言はワシント

ン州において厳格に解釈される 69）。すなわち、地方自

治法人は、一般原則として自らの領域を越えて権限を行

使することができない。たとえ州法の明示的な授権が

あったとしても、地方自治法人の領域を超えて権限を行

使することは出来ない 70）。例えば、シティに隣接土地

についての当該シティのゾーニング権限の授権は、シ

ティの領域外であることを理由として認められない 71）。
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レジスレイティブ型ホーム・ルール
州の優越 WASH. CONST. art. 11 § 11

(ポリス・パワー)
Rem. & Bal Code

(等級分類に基づく地方自治法人の権限)

第2級以下の
シティ

第1級シティ

WASH. CONST. art.11 § 10
ホーム・ルールの適用

(人口20,000人以上)

州関心事？
州-地方共同関心事？

地方的関心事？

地方の法

州法の規定なし
(州法の空白領域)

州法の規定あり
(州法の先占領域)

州法の
授権なし

州法の
授権あり

州関心事or
州-地方共同関心事

州法の明示的or
黙示的授権が必要 授権は必要なし

州法との
衝突なし

州法との
衝突あり

地方の法
有効

地方の法
無効

地方の法
無効

両者の規制は衝突するか？
調和するか？

地方的関心事

ディロン・ルール
(明示的授権、付随的権限、不可欠な
権限；地方自治法人に不利な解釈)

Rem. & Bal. Code§§7518-7519
(州法の寛大な解釈原則)

図１：ワシントン州におけるレジスレイティブ型ホーム・ルール制度

※本文の分析を基に筆者作成

Ⅲ．5．小括

　ここまで述べてきた 1889 年から 1929 年までのワシン

トン州におけるホーム・ルール制度について、ここで簡

単にまとめておく（図 1 参照）。

　まず、ワシントン州のホーム・ルール制度では、州の

中で特に人口の集中していた地方自治法人に対してホー

ム・ルール制度を認めることを意図し、州憲法 11 章 10

条において他州に比して厳格な 20,000 人という人口要

件を設けた。同時に州法により地方自治法人全体を人口

に応じて 4 つの等級に分類し、それぞれについて詳細な

州法の授権規定を置いた。この等級分類は自治権の広狭

の点で、ワシントン州の地方自治法人を 2 つに分けた。

一つは、ホーム・ルール憲章の制定権を認められ、その

地方の法の適法性判断においては制定法の「寛大な解釈」

が認められる第 1 級シティであり、もう一つは、ディロ

ン・ルールに従い、明示的文言で授権された権限、それ

らから必然的もしくは相当程度含意されるまたは付随す

る権限、そして地方自治法人の目的に不可欠な権限のみ

ワシントン州におけるホーム・ルール制度下での地方自治（2）（前田）
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が認められ、「権限の存在に関わる公正、合理的、実質

的な疑念は、裁判所によって地方自治法人に不利に解決

される」第 2 級以下のシティやタウンであった。

　等級問わずワシントン州の全ての地方自治法人の地方

の法は、基本的に州の優越のルールに服する。しかし、

第 1 級シティについては、裁判所は一般に黙示的先占理

論を適用せず、州法の未先占領域での純粋な地方的関心

事についての地方の法は、州の明示的または黙示的授権

がなくとも州法の授権がある場合と同様の審査を受け

る。つまり、州法との衝突がない限り当該地方の法が認

められた。第 1 級シティにおいて州法と地方の法の抵触

が争われる場合、裁判所は両者を極力調和する解釈を探

り、両規制が反対の方向を向き、衝突する場合のみ地方

の法を無効とする。以上が、ホーム・ルール制度の下で

の地方の法の適法性判断の過程である。

　ワシントン州のホーム・ルール制度は第 1 級シティに

分類される地方自治法人にのみ認められた。これに対し、

州のポリス・パワーは、州憲法 11 章 11 条によって全て

の地方自治法人に委任されていた。権限の範囲について、

領域的には厳格に制限されていたものの、ポリス・パワー

の最も古くからの内容である公衆の健康と安全を保護す

る条例をはじめ、それに関わる土地利用や道路通行を規

制する条例がよく支持された。その中には、インペリオ

型ホーム・ルールと同様の「同質者の秩序づくり」の問

題と捉えられるものも含まれていた。

　次章では、改めてカリフォルニア州のインペリオ型

ホーム・ルール制度を参照しつつ、ワシントン州のレジ

スレイティブ型ホーム・ルール制度の意義について論じ

る。検討に先立ち、ここまでの分析を踏まえて次の 2 つ

の論点を指摘しておきたい。第一は、本論文冒頭で提起

した、ワシントン州がレジスレイティブ型を導入した意

味をどう整理するかという点である。第二は、本章で示

した、ワシントン州が他州に比して厳しい人口要件を置

いたことの意味をどう理解するかという点である。

　薄井教授によれば、ワシントン州やミネソタ州等の後

続の州がインペリオ型を採用しなかったことについて、

「「同質者の秩序づくり」に対する疑念に支えられてい

た 72）」という。インペリオ型の特色である地方自治法

人の排他的管轄事項の設定は、裏を返せば、隣接する法

人同士が相反する規則を制定した場合に、地域ごとの

対立が先鋭化する可能性をはらむ 73）。確かに一つには、

異質者を排除することによって地域の排他性を高めると

いう懸念はワシントン州においてもポリス・パワーを根

拠とした土地利用規制等にうかがわれる。そうした懸念

への対応として州が地方自治法人間の調整役となりうる

レジスレイティブ型にこだわってきたと考えられよう。

　他方、ここまで確認した通り、ワシントン州は、アメ

リカの全体的傾向と同様、またはそれ以上に急速な都市

化と移民の大量流入の影響を受けており、州民は地域構

造の変化の中にあった。他州のように人口要件を下げ、

かつインペリオ型の制度を導入すれば、同質的な集団ご

とに別々の地方自治法人を創設して自律的な地域運営が

期待できる。それにもかかわらず、ワシントン州ではイ

ンペリオ型に変更するどころか、20 世紀後半まで人口

要件を緩和することもなかった。その理由を説明するた

めには、地方自治法人間の調整者としての州の役割の他、

本章で指摘した地方自治法人間の人口規模の差や州憲法

会議での法人問題についての議論と共に、ホーム・ルー

ル憲章を有する第 1 級シティに期待された役割を併せて

検討する必要があるように思われる。
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されるところである。See, Rem. & Bal. code § 7507
65） Agnes W. B. Shepard et al. v. The City of Seattle, 59 Wash. 
363 ; 109 P. 1067（1910）
66） 59 Wash. 363, 375 ; 109 P. 1067, 1071（1910）
67） Id.
68） 薄井、前掲注 21、124 頁を参照。
69） Trautman, supra note18 at 775-776.
70） Id. at 777.
71） Id.
72） 薄井、前掲注 21、137-138 頁。
73） 同上。
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